
平成１８年度水産予算概算決定の概要

平成１７年１２月

水　　産　　庁

　　事　　　　　　　　　　　項 平成１７年度予算額
平成１８年度
概算決定額

対前年度比

百万円 百万円 ％

　　一　般　会　計　合　計 273,823 263,524 96.2

　　非  公  共  （計） 92,507 91,601 99.0

　　公  共  （計） 181,316 171,923 94.8

一 般 公 共 180,120 170,810 94.8

水産基盤整備 168,884 159,904 94.7

漁　港　海　岸 11,236 10,906 97.1

災 害 復 旧 1,196 1,113 93.1

注）　水産基盤整備には内閣府に一括計上される地域再生基盤強化交付金を含む。
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平成１７年１２月

水 産 庁

１８年度水産予算の重点事項

金額は概算決定額

（ ）内は前年度予算額

単位：百万円

Ⅰ国際化に対応した我が国水産業の構造改革

水産物貿易交渉の進展や輸入の増加等我が国水産業を取り巻く環境の急速な変化に

対応するため、漁業・加工流通業の各段階で構造改革を加速化させる。

特に、大型クラゲの出現・燃油価格の高騰の下でも継続可能な漁業経営を確立する

、 、 。ため 大型クラゲの発生原因調査 省エネルギー型漁業への転換等を強力に推進する

１ 漁業改革

Ⅰ 大型クラゲの出現・燃油価格高騰に対応した漁業経営の確立

① 大型クラゲの発生原因の調査

・大型クラゲ発生源水域における国際共同調査事業 ３００（０）

大型クラゲの発生原因及び我が国沿岸への出現過程を科学的に解明するための国

際共同調査を実施。

② 省エネ型漁業への転換

・省エネルギー技術導入促進事業 １，０２３（０）

漁船漁業の省エネルギー化を促進するため、漁業者グループ等が行う省エネ設備

の導入・実証試験及び成果の普及に対して支援。また、衛星データ、漁船からの実

測データ等を用いた漁場位置特定・漁場探索効率化のための技術を開発。

・非係留型浮魚礁活用省エネ操業試験事業 １４（０）

省エネルギー化を図るための非係留型浮魚礁を活用した試験操業を実施し、その

有効性を検証。

・浮魚礁の整備（公共） １０８，５６７（１１８，５０２）の内数

かつお・まぐろ等の高度回遊性魚類の効果的集魚を可能にし、漁場探索に要する

燃油費節減や漁労時間削減による効率的な操業を図るため、複数県が共同で実施す

る浮魚礁の整備を推進。

③ 高付加価値化による所得の確保

・調整保管事業資金造成費（後掲） １，６１７（１，６５６）

・国産水産物新需要創出ビジネスモデル事業（後掲） ２０８（２０８）
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Ⅱ 国際化に向けたノリ養殖業の体質強化

・ノリ養殖業構造調整・競争力強化対策 ６８０（０）及び

強い水産業づくり交付金 １１，８２３（１５，２２８）の内数

漁協等の策定するノリ養殖業の構造改革計画に基づいて、ノリ養殖業者が取り組

む小規模で生産性の低いノリ自動乾燥機等の廃棄と、大型ノリ自動乾燥機及び高性

能ノリ刈取船の導入。

（ ）・ノリ養殖業高度化促進事業 １２０ ０

色落ちを防止するためのノリ養殖漁場の改善や機械による品質検査などの開発及

びその運用に必要な各種施設の導入・整備・成果の普及を実施。

養殖業者等が保管しているノリ株の中から、優れた性質を持った株の収集と、こ

うした性質の発現に適した育成方法等を評価・検討。

・漁業の担い手確保・育成対策総合推進事業のうち経営改善促進事業

２６０（２６０）

中核的漁業者協業体による新たな高品質のノリ製品の開発と新規需要創出の取組

を支援。

・漁場環境・水産資源持続的利用型技術開発事業のうち水産物の原産地判別手法等

の技術開発事業 １５５（０）

、 、 、水産物の名称・原産地の適正な表示を確保するため 遺伝情報 たんぱく質情報

微量元素等の分析により、品種・原産地判別手法等の技術を開発。

・川上から川下に至る豊かで多様性のある海づくり事業のうち赤潮等被害防止対策

事業 １０８（１３４）

ノリの色落ち被害をもたらすケイ藻プランクトンの出現動向等を調査・分析する

とともに、赤潮の抑制技術を開発。

Ⅲ 漁業協同組合の体質強化

・認定漁協資金融通円滑化事業 ９０（０）

長期運転資金を借り入れる認定漁協のうち、財務・経営健全化計画を策定して健

全化に取り組む漁協について、漁業信用基金協会の保証を促進。

Ⅳ 漁業への新規就業の促進

・新規就業者確保・育成支援事業 ２００（０）

（ ）漁業になじみのない都市部の若者を主な対象とした漁業現場での長期 約６ヶ月

研修の実施により、若者の新規就業を促進。

Ⅴ 漁業共済の改革と健全化

・漁業共済基盤強化事業 １，２５０(０）

優良な漁業経営者等を対象とした加入促進、共済金の支払い抑制及び大災害に適

応したてん補方式への誘導策を講じることにより、漁業共済を健全化。
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２ 加工流通改革

① 加工流通システムの改革

・調整保管事業資金造成費 １，６１７（１，６５６）

漁業者団体が加工業者、量販店等との年間供給契約に基づいて、需要に見合った

サイズ・数量の水産物を買い入れ、安定的に供給するために必要な経費について拡

充。

・国産水産物新需要創出ビジネスモデル事業 ２０８（２０８）

、 、 、漁業者団体と食品産業 小売業等の関連産業が連携した 水産物の新製品の開発

複数の産地市場を連携させた効率的な水産物流通の実証等を実施。

② 水産物の輸出促進（大臣官房国際部）

・農林水産物等輸出倍増推進事業 ３７２（０）の内数

生産者団体等が行う市場調査や販売促進事業等に対して重点的に支援。

・農林水産物等海外普及対策事業 １０５（０）の内数

生産者団体等が主体的に取り組む水産物の海外でのＰＲ活動を支援。

・農林水産物等海外販路創出・拡大事業 ４３０（０）の内数

民間団体等が行う販路創出、海外百貨店等での通年型販売を促進。

③ 安全で安心な水産物の供給

・水産物品質管理対策推進支援事業 １２２（０）

産地市場等各流通段階において品質管理の向上のための活動を支援するととも

に、小規模の水産加工業者のＨＡＣＣＰ手法に基づく工程管理対策等を推進。

・水産防疫対策の推進及び適正な養殖管理の普及・指導（消費・安全局）

水産防疫対策の推進 １３５（１４２）及び

食の安全・安心確保交付金 ２，７０２（２，７４２）の内数

養殖魚介類の疾病のリスク管理を適切に推進するため、輸入防疫や国内防疫の対

象としていない疾病の浸潤状況調査、検査方法の確立等を推進。

・国産水産物強化緊急整備対策事業（公共 （後掲））

１４５，０６３（１５４，５６９）の内数

④ 水産物供給施設等の整備

強い水産業づくり交付金 １１，８２３（１５，２２８）の内数

漁獲から流通・加工に至る高度な衛生管理のための水産鮮度保持施設、環境負荷

の低減を図る水産廃棄物等処理施設等を整備。
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Ⅱ水産資源の適切な保存・管理とつくり育てる漁業の推進

水産資源調査を推進し、これによって得られる科学的な知見に基づき、適切な資源

管理を行うとともに、外国漁船等に対する漁業取締を強化する。また、藻場・干潟の

、 、 。維持・回復や 水産基盤整備事業との連携等を通じて つくり育てる漁業を推進する

① 水産資源調査の推進

・我が国周辺水域資源調査推進事業 １，７０７（０）

より精度の高い資源評価を実施するため、我が国周辺水域における資源評価の充

実を図り、中長期的な資源動向を予測する手法の開発等を実施。

・国際資源対策推進事業 １，０２９（０）

公海等において漁獲される国際漁業資源の調査に加え、資源の適切な管理方策の

検討等を実施。また、トドによる漁業被害を軽減するため、強化網の開発・改良等

の対策を拡充。

② 我が国周辺水域等における水産資源管理の強化

・資源回復のための休漁等への支援 ７２０（６１４）

資源回復計画等に沿って行われる休漁等の措置について、関係漁業者への影響を

緩和するための支援を実施。

・指導監督及び取締 １０，０９０（９，８６４）

外国漁船等の操業適正化を図り、我が国２００海里水域における水産資源の適切

な保存・管理の実効性を確保するため、漁業取締船の能力向上等により指導・取締

体制を強化。

③ 国際資源管理への対応

・責任ある国際漁業推進事業のうち遠洋漁業管理戦略緊急調査事業 ６６（０）

生態系に影響を及ぼす漁業活動やマグロの洋上転載に関する国際機関での議論の

動向を踏まえ、科学的な根拠に基づいた措置を講ずるための調査を緊急に実施。

④ 豊かな海の再生とつくり育てる漁業の推進

・有明海等漁業関連情報提供事業 ４０（０）

有明海・八代海に設置されている既存ブイのネットワーク化等を推進し、漁業関

係者に提供する海域情報の充実を図る。

・藻場資源調査等推進事業 １５０（０）

、 。沿岸域の藻場資源の調査に基づき 藻場資源の適切な管理及び持続的利用を推進

・種苗放流と連携した漁場環境の保全創造（公共 （後掲））

１１２，１６０（１２１，９３１）の内数
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・生育環境が厳しい条件下における増養殖技術開発調査事業 ３００（０）

厳しい生育環境におけるサンゴ等の増養殖技術を開発し、水産動植物の増養殖と

生息環境の保全創造を図る。

・栽培漁業資源回復等対策事業 １５０（０）

資源回復計画、国際的な課題や海域環境悪化に対応した資源造成を効果的に展開

する観点から、瀬戸内海や有明海といった海域範囲において稚魚の生息に適した場

所への種苗の放流体制を構築。

（ ）・広域連携さけ・ます資源造成推進事業 ６８０ ０

資源の効率的な造成のため、放流適期（沿岸水温５～１３℃）に１ｇ以上の大き

さで放流することによる回帰率の向上や、さくらます資源の造成に資するふ化放流

を推進。

⑤ 内水面漁業の振興

・内水面振興施設の整備

強い水産業づくり交付金 １１，８２３（１５，２２８）の内数

内水面域の持続的利用のための施設整備を支援。

）・健全な内水面生態系復元等推進事業 ２１４(４４

緊急的・広域的なカワウ・外来魚の追い払い、駆除等を実施。

（ ）・湖沼の漁場改善技術開発事業 ７７ ０

既存の保全・修復技術の整理・検討、モデル事業の実施・検証を通じ、ガイドラ

インを策定。

Ⅲ漁港・漁場・漁村の総合的整備等による水産業・漁村の活性化

水産業・漁村の多面的機能の発揮に向けた取組を支援するとともに、国際化に対応

した水産基盤の整備を進め、災害に強く、都市と共生・対流する活力ある漁村の再生

を推進する。

① 多面的機能の発揮の支援

・環境・生態系保全活動支援調査事業 ７０（０）

藻場・干潟の維持管理、海岸・海底ゴミの回収等漁業者が中心となって行う環境

・生態系保全活動の現状や支援手法に関する調査を実施。

・離島漁業再生支援交付金 １，７２５（１，７４０）

多面的機能を発揮する離島漁業の再生を図るため、漁場の生産力向上の取組等を

支援。
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② 国際化に対応した水産基盤の整備

国産水産物強化緊急整備対策事業（公共）・

１４５，０６３（１５４，５６９）の内数

国際競争力強化のための漁業地域戦略に基づき、競争力強化を図る上で重要な要

素となる漁業経営の効率化や水産物の衛生管理の向上等に資する浮体式係船岸、防

風防雪防暑施設等の整備を推進。

③ 海洋ポテンシャルを高める漁場環境の整備

・複数の事業主体による漁場整備（公共）

１１２，１６０（１２１，９３１）の内数

、 （ ）、県境をまたがる海域 同一漁場で複数県の漁業者が操業する海域 入会操業海域

沖合海域、資源回復計画等により共通の水産資源を複数県で管理している海域を対

象とした漁場整備の推進。

・種苗放流と連携した漁場環境の保全創造（公共）

１１２，１６０（１２１，９３１）の内数

汚泥等の堆積物の除去や覆砂等（公共事業）と種苗放流等とを一体的に実施する

ことにより、効果的な漁場環境の保全創造を推進。

④ 災害に強い漁業地域づくりの推進

・災害に強い漁業地域づくり事業（公共・非公共）

（ ） ， （ ， ）・水産基盤整備事業 公共 ２５ ９１８ ２３ ２５５

・漁港海岸事業（公共） ６，６０９（６,１８１）の内数

漁港における津波対策としての漂流防止の施設、岸壁の耐震強化等の整備、漁

村における避難道路、避難広場等の整備、漁港海岸における護岸の嵩上げや水門

の遠隔操作化等を推進。

・耐震強化等防災対策への支援

強い水産業づくり交付金 １１，８２３（１５，２２８）の内数

水産物の円滑な流通を確保するための荷さばき施設等の耐震強化等を支援。

・災害に備えた放置艇の適正な収容推進事業 ２５（０）

台風等の災害時における放置艇等による二次災害に備え、国土交通省と連携して

全国実態調査や規制措置導入手法の検討等を実施。

⑤ 都市と共生･対流する活力ある漁村の再生

・漁村再生交付金（公共） ９，６５０（３，０００）

地域の創意工夫を活かした漁村の再生に対する支援を推進。

・漁村コミュニティ基盤の整備

強い水産業づくり交付金 １１，８２３（１５，２２８）の内数

漁村地域の活性化を図るため、地域産物販売提供施設等について、漁業集落に加

えてその周辺の陸域及び海域を対象地域とするなど、生活基盤、交流基盤等の整備

を推進。

・都市漁村交流促進事業 ５３（７８）

２００７年からの団塊の世代の大量退職を控え、漁村での体験活動や余暇に関心

を持つシニアのニーズに対応した漁業体験や文化活動などの交流活動方策を検討。
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（参考）三位一体改革に伴う税源移譲について

農林水産省としては、平成１８年度予算における三位一体改革への対応として、

３４０億円程度の税源移譲を行った。

このうち、水産関係予算については、

① 水産改良普及事業交付金

② 漁業経営維持安定資金利子補給金等補助金

③ 水産業振興等推進交付金の一部

について、税源移譲を行った （合計３６億円）。

水産業振興等推進交付金（ 強い水産業づくり交付金」の一部）については、国が行う「

べき施策を選別する観点から、

① 資源管理関係（５．４億円）

② 中越地震による錦鯉の災害復旧（０．６億円）

に関する施策を除き、交付金の税源移譲（約３１億円）を行ったところである。

移譲分については、ガイドラインの設定やモニタリングの実施により事業の着実な実施

を求めていくこととしている。


